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1．　立法による人権条項の整備一ケニアの例一
　アフリカ諸国の憲法がヨーロッパ人権条約を採用したことは，前号にみ
てきた通りであるが，それらは単に模倣のまま放置されているわけではな
い．いずれの国も，あるいは立法であるいは行政運用の面で，さらには裁
判所の判決によって人権条項の内容は変容をとげつつある。ここではまず，
ケニアに例をとって，この国の人権条項に関係する立法について紹介する．
　ケニア憲法の人権条項は，独立憲法（1962年）も共和国憲法（1963年）
もほとんど変更はない．そして独立以来，これらの条項にもとついて，多
　　　　　　1）数の立法がある．以下に若干の例をあげて，ケニアにおける人権立法の傾
向にっいて考察してみたい．
　アフリカの植民地が独立して，政府がまず取り組んだのは植民地時代の
　　　　　　　　　　　　2　人種差別立法の改廃であった．ケニアの場合も同様で，1963年に政府は差
別法律に関する部会（the　Working　Party　on　Discriminatory　Laws）
を発足させて，どのような法律が憲法上差別立法であるかを調査した．も
っとも，この部会が調査する前に，独立憲法の制定によって，差別立法の
ほとんどは廃止されたり，改正されていた。それらは植民地時代の白人の
権益保護立法であって，たとえば白人に対する裁判法，各種の公益法，土
地登録法などである．なおその上に，同部会は差別立法をさがしだして，
たとえば，刑事手続法，仮収容所法，破産法，住民登録法，移民法，株式
及び産物窃盗罪法などについて検討した．そして，政府は全体としてこれ
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らの法律を廃止したり，白人のみに適用されていた法律については国民全
　　　　　　　　　　　3）部に適用できるようにした．たとえぽ，刑事手続法はアフリカ人について，
とくに異なる管轄権を総督に与えていたものを，すべての国民に適用でき
　　　　　　　4）るように改正した．
　裁判所もこの政府の政策に積極的にしたがった判決をしている．一，二
の興味ある判決を紹介してみよう．その一つは，ウイルケンという白人が
強盗に入ったアフリカ人を警察官がくる前に，密閉した箱にとじこめて殺
人の嫌疑を受けた裁判で，被告はこのときすでに白人に対する陪審の審判
権は廃止されていたので，アフリカ人やアジア人と同様に陪席裁判官の列
席する裁判で審判を受けることになっていた．そこで被告はこの陪席裁判
官は三人とも同じ白人であることを要求した．しかし，裁判長は憲法の平
　　　　　　　　　　　　　　　　5）等保障を理由に，これを認めなかった．またもう一っの場合では，1940年
にアラブ人によって創設された，白人の子供達への慈善基金の取扱いにつ
いて，裁判所は独立後のケニア憲法のもとでは，白人の子供の利益のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　6）だけの慈善基金は違憲であると判決した．
　このように，植民地時代から残された差別立法による人権制限の状況は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）なくなり基本的法制も整備されるようになってきた，が，他面では独立後
の政治的状況のなかで，各種の制限立法が制定されるようになっている．
まず，これらの立法は集会の自由，結社の自由及び出版の自由など思想表
現の自由に対する制限が多い．これらの諸権利は，中央集権的大統領制及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）び一党制の確立の歴史にあわせて制限が強化されているといえる。
　　　　　　　　　　　9）　結社については，結社法によって登録制がしかれている．この法律によ
って登録が許可されるためには，ケニアの平和・福祉及び善良の秩序が確
保されるものでなけれぽならない．この登録には登録官制度があり，登録
官は結社の取締も行うことになっており，非合法な団体に対する処分権を
有している．このような行政的取締の基準にっいては，政府の裁量権にま
　　　　　10）かされている．ケニアでは，KANU（ケニアアフリカ人民連合）の一党
独裁がほぼ確立しているが，法制的には多党社会である．そこで，政治団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
体の規制については，とくに公共秩序法と警察法によって定められ，警察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）は捜索，立入りなどに関する幅広い権限を有している．労働組合について
は労働組合法がある．労働組合は大臣の任命した労組登録官によって登録
される．登録官はいろいろの理由で登録を拒否したり取り消したりする．
登録官の決定に不服の場合には高等裁判所に提訴できる．ケニアの労組団
体は1965年までにはKFL（ケニア労働老会議）が一つであったが，その
年に新しい組織としくKAWC（ケニアアフリカ人労働者会議）が生れた
けれども，政府はこの二っの労働団体を統合させ，COTU（労働組合中央
　　　　　　　　12）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）機構）を発足させた．集会の自由は特にきびしい制限がある．集会につい
ては警察に大きな権限があり，また行政機関として，地方弁務官が集会に
ついての許可権をもっている．地方弁務官は不法もしくは不道徳なものと
判断した場合には不許可にすることができる．また，地方弁務官の許可を
得た集会でも，許可状の諸条件にあっていない事態がおこれば，その集会
　　　　　　　　　　　14）を中止させることができる．集会について警察制限のきびしいことについ
て，有名な事件としてカッギー事件がある．この事件はKPUの副総裁で
あったカッギー氏が南ニアンザの党支部開所式に出席するため訪問したさ
いに起った．その時彼はまちに買物に出かけたが，そのとき彼のまわりに
たくさんの群集が押しかけてきた．そこで彼は“つよい政治的香り”のす
る演説をしたという理由で警察当局は不法な政治集会とみなして，逮捕し
15）
た．
　出版の自由については，書籍及び新聞法があって，新聞発行も登録制で，
一定の基金を必要とする．煽動的な出版物を出したものについては，10年
　　　　　　　　　　　　　　　　16）問の刑に処せられることになっている．放送網はまだ貧弱であるが，ラジ
オ放送として「ケニアの声」があり，1964年にケニアの放送（国有化）法
　　　　　　　　　　　　　　　　　17）が制定されて，現在は国営となっている．
　ケニア憲法が社会権条項を欠いていることは先にのべた通りである．し
かし，社会権的人権保障，たとえぽ社会保障制度，社会福祉制度，公衆衛
生の充実，教育の普及及び家族計画などは緊急の政治的，社会的課題であ
4る．ケニア政府はこれらの権利保障政策の基本姿勢として，1965年に「ア
フリカ社会主義とケニアにおける開発計画へのその適用」と題する宣言を
発表し，アフリカに本来的な社会構造を基本とする“自助”（Self・help）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）による福祉・教育・経済発展に努力することにした，そして，この政策に
もとついて，母子家庭の保護，公衆衛生，労働，賃金の規制，教育充実な
　　　　　　　　　　　　　　　　19）どに関する各種立法がなされている．
　ケニアは一院制でかつ一党制（事実上）の国家である．参政権として国
会議員の選挙にっいては憲法及び「国民議会議員及び大統領選挙法」によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）って普通・平等・秘密の原則が保障されている．
1）1962年から1971年まで10年間にケニア議会が制定し1972年に効力を有して
　いる主要法律は約530ほどある．ケニア政府出版物目録（1972年）から．51頁
　以下．
2）　イギリス植民地は間接統治制をとっていたので，各植民地に立法審議会が
　あり，そこで植民地憲法ほか各種の立法がなされた．中原精一「アフリカ諸
　国憲法の研究（2）一・英植民地憲法について一」明治大学短大紀要19号1頁以下
　参照．
3）　Y．P．　Ghai　and　McAuslan，　Public　Law　and　Political　Change　in　Ke・
　nya，1970，　p．441－2．
4）　ibid．，　p．442，　note　104，　Legal　Notice　374／1964．
　　なおケニアの司法制度について，中原精一「ケニアの司法制度」月刊アフ
　リカ15巻4号22頁以下参照．
5）R．v．　Wilken，1965，　E．　A．286，
6）　Madhwa　v．　City　Council　of　Nairobi，1968．　E，　A．460．
7）　B．0．Nwabueze，　Presidentialism　in　Commonwea！th　Africa，1974，　p．
　239．
8）一般的人権制限法として他の諸国では，憲法の緊急権条項にもとついて，
　緊急権限法（Emergency　Powers　Act）とか，予防拘禁法（Preventive
　Detention　Act）などを制定しているが，ケニアでは植民地時代の1960年に
　制定されたケニア公共安全保障条令（Keny’s　Preservation　of　Public　Se・
　curity　Ordinance，1960）が独立後議会立法として改正され効力を有してい
　る，
9）Societies　Act，　No．40f　1968・この法律で団体とは10名以上の会員を含
　むクラブ，団体である，政党もふくまれるが，労働組合はこの法律の適用は
5　　ない．
10）立法による委任のない許可は違憲であるという主張について，Nwabueze，
　op．　cit．，　p．445．
11）　the　Public　Order　Act，1962，　amended　in　1968．
12）　このような統合については特別の立法はなされなかったようである．Y・
　P．Ghai　and　McAuslan，　op，　cit．，　p．447，　note　119．
13）　これらの規制立法としては，Penal　Code（1967）のほかに，　Public　Order
　Act，（1962），　Preservation　of　Public　Security　Ordinance（1967），　Public
　Security　（Detained　and　Restricted　Persons）　Regulations，1966；Public
　Security（Control　of　Movement）Regulations，1967など（条文について
　はYear　book　on　Human　Rights，　U・N・参照）の治安立法がある．これら
　のもののうちには超憲法的効果を発揮するものもあるという指摘もある．B・
　O．Nwabueze，　Presidentialisln　in　Commonwealth　Africa，1974，　p．320．
14）　このような処置について，大臣へ提訴できるが，それでも不服の場合，裁
　判所への道はとざされている．Y・P．　Ghai　and　McAuslan，　oP．　cit．，　P．
　449．
15）　　ibid．，　p．449－450．
16）　Penal　Code（Act　No．24，1967）Cap．63，　sec．57，
17）　the　Kenya　Broadcasting（Nationalization）Act，　No．12，1964．
18）　African　Socialism　and　its　Application　to　Planning　in　Kenya，1965．
19）たとえばWidows　and　Childrens’Pensions　Act，1967；Education　Act
　1968；Employment　Act，1962；Regulation　of　Wages　and　Condition　of
　Employment　Act，1967；Public　Health　Act，1962；Public　Health　Sub．
　Legislation　Act，1964など．
20）　中原精一一「ケニアの国会」月刊アフリカ15巻1号20頁以下参照．
　　　　　　　ユ）2．社会主義化と人権保障一タンザニアの例一
　英連邦圏アフリカ諸国のうちで，独立当初からもっとも独自の道を歩ん
でいるのが，東アフリカのタンザニアである．タンザニアでは1960年に独
立前の総選挙が行われ，このとき現大統領のニエレレのひきいるタンガニ
ーカアフリカ人民族連合（TANU）が勝って自治政府を樹立して以来，独
立後今日まで，’政策的には一貫して社会主義化をめざしている国である．
したがって1960年以降の独立国が憲法制定にあたって，ヨーPッパ人権規
6約を下敷にした長文の人権条項を採用したにもかかわらず，タソザニアは
これらの例にならわなかった．
　タソザニア独立憲法が制定されるにあたって，人権条項を採用するかど
うかについて，議論がなかったわけではない．しかし，アフリカ人による
自治政府は，権利宣言の形式的保障はかえって司法と行政とが衝突するだ
けであり，したがって入権条項によって法の支配が十分憲法によって留保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）されるとはいえないとして，人権条項の採用を拒否した．かくして独立憲
法は，その前文においてのみ宣言的，一般的な人権の保障をしているにす
　　3）ぎない．その後ザンジバルとの合併（1964年）後，1965年に共和国となっ
て制定された暫定憲法の制定にあたっては，いわゆる社会主義政策及一党
制とあわせて，人権条項を憲法の中に取り入れるかどうかについて，再び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）問題となり，「一党制国家設立のための大統領委員会」で論議された．委
員会で論議されたことは，一つは新しい国には永い伝統がないので，再び
いつ少数の人間が国家を危険におとし入れるかわからない，ということで
あった．二つに，人権条項が立法・行政と司法との間の衝突を助長して政
治が混乱するという心配であった．つまり，人権宣言が憲法にかかれると，
法的効力を有することになる．ということは裁判所がそれを根拠として，
立法の違憲性を審査することになる．もしそうなれば独立したばかりのタ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）ンザニアの司法部はほとんど未熟（expatriate　origin）であるから，かえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）って政治が混乱する．しかもタンザニアはダイナミックな経済発展計画を
もっている．これがもし1930年代のアメリカ合衆国のルーズベルトの政策
が最高裁によって次々に葬られたようなことになれば，ゆゆしいことにな
7）
る．三つに，これまでの階級社会において人権条項を憲法においていたが，
それは空疎であった．たとえぽアメリカ合衆国は1791年憲法で人権宣言を
規定したけれども，奴隷制を廃止したのは1865年のことであった．一般に
階級社会における人権宣言は支配階級を保護するために使われたものであ
るから，社会主義国をめざすタンザニアにおいては，このような欠陥のあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）る人権宣言の欠陥を踏襲する必要はないという主張などであった．結局，
7タンザニア暫定憲法は，独立憲法と同様に，これらを理由として，人権条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）項は憲法の前文に原則的・一般的に規定するにとどめたのである．
　タンザニアは1967年に有名なアルーシャ宣言（Arusha　Declaration）
という政治的宣言文を発表して，一段と社会主義化への政策を推進しはじ
めることになった．このアルーシャ宣言は五部に分れており，第一部で
TANUの信条として，「TANU政策は社会主義国家を建設することであ
る．社会主義の諸原則はTANU憲章にうたわれており」，その諸原則とは
個人の平等と自由を保障することであり，目標として，自由権と個人の尊
厳，民主的社会主義政府の統治，貧困，無知ならびに病気の根絶，搾取，
差別，贈収賄の根絶，アフリカ統一，国連協力などをかかげている．第二
部は社会主義政策として搾取がないことをあげ，第三部は‘‘自助”の政策
の基本姿勢として，その冒頭につぎのようにのべている．「われわれは戦
っている．TANUは，わが祖国の貧困と圧制に対する戦争の只中にある．
この闘争は，タンザニア人民（そして全体としてはアフリカ人民）を貧困
の国から繁栄の国に移すことを目的としている．われわれは非常に抑圧さ
れてきた．われわれは非常に搾取されてきた．さらにわれわれは非常に軽
視されてきた．われわれに抑圧を，搾取をそして軽視をもたらしたものは，
われわれの弱さである．今やわれわれは，決して再びこれらの犠牲になら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1o　ないことを保証する革命を目ざしているのである」．
　これはまた独立アフリカの原点ともいうべきアフリカナショナリズムの
思想をあらわし同時にアフリカ社会主義の特異点の一つでもある一．こ
の原点にたって，宣言文はこのあと「自助」のためのいくつかの具体的条
件を掲げている．そして，このアルーシャ宣言を基本にして，現実にウジャ
マー村建設という集団農業政策がとられている．この政策はすべての農民
が1976年までにウジャマーにおいて生活すべきであるという1973年のTA
　　　　　　　　　　　　　　　　　11　NU総会での決定に従って行われている．このような政策の遂行にあたっ
て，アルーシャ宣言と同時に指導者綱領がっくられ，政府及びTANU指
　　　　　　　　　　　　　13　導者にきびしい義務が課せられ，また彼らの行為についての調査委員会が
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　　　　14）設けられた．
　タンザニアにおける基本的人権は，このような社会主義化及びそれを支
えるTANU一党制体制のもとでその限界内で保障されることになるが，
一・高％I・市民的諸権利は，憲法前文における平等保障の原則に従っており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）これらの諸権利は，裁判所によって強く保護されている．
1）　アフリカ諸国は政治的スローガンとしていわゆるアフリカ社会主義（Af－
rican　SociaIism）を標榜してきた．この社会主義はかならずしもマルクス・
　レーニン主義を基礎にしたものではなく，タンザニアの社会主義化政策も，
家族的友愛精神をその基本としている．浦野起央「アフリカの政治」現代の
　世界7巻一一一アフリカー1971年所収254頁以下，小田英郎「増補現代アフリカ
　の政治とイデオロギー」，1975年，215頁以下参照．ただ，ポルトガル植民地
　であったアンゴラ独立闘争においてまたその後のナミビア，ローデシアの解
　放闘争において，ソ連，キューバなどの積極的参加が，これからのアフリカ
　諸国の社会主義の動向に大きな転機をもたらしつつあることは注目される．
2）　Proposals　for　a　Republic　Government　Paper　No．1，1962，　Government
　Printer，　Dar　es　Salaam，1962，　p．6．
3）　「人間家族の全員に固有の尊厳性及び平等にして奪うことのできない権利
　の承認は，自由，正義及び平和の基礎であるが故に，そして，前記の権利は
　人種，部族，出生，政治的意見，皮膚の色，信条および性別にかかわりなく，
　個人の権利を包含している．ただし人の生命，自由，安全，財産の享有，法
　による保護，良心の自由，表現の自由，集会及び結社の自由に対しては，他
　人の権利及び自由ならびに公共の利益を尊重し，かつ私的及び家族生活を尊
　重すべきであるが故に，そして，前記の権利は，自由に選挙された議会の人
　民代表に政府が責任を有し，かつ司法裁判所が独立公平である民主社会にお
　いて，最も良く維持されかつ保護されるが故に，ここにかかる民主社会たる
　タンガニーカ政府のための条項を含むこの憲法は，タンガ＝一力制憲議会に
　よって制定される」．
4）Preventive　Detention　Actの制定にあたってもニエレレによって述べら
　れた．R．　Martin，　Personal　Freedom　and　the　Law　in　Tanzania，1974，
　P．40．
5）　司法権は植民地時代からその独立が保障されているが，一党制の確立によ
　って，それは一党制体制の範囲内の保障とされる．R・Martin，　oP・cit・，　P・
　54，p．73　f，f．
6）　タンザニアでは経済開発について第一次計画を1964年から5力年間，第二
9　次計画を1970年から実施している．
　　Africa　South　of　Sahara，1973，　p．902．
7）　R．Martin，　op．　cit．，　p．41．
8）ibid，　P．43．植民地時代にも結局はこれと同じ機能を憲法が果していた．
　　Ghai　and　McAuslan，　Public　Law　and　Political　Change　in　Kenya，　p．
　506～9．
9）　これはあくまでも宣言であって法的効力はないものとされている．R・
　Martin，　op．　cit．，　p，43＿4．
10）　浦野起央「アフリカ政治関係文献資料集成皿」の訳文参照，なおAnnual
　Survey　of　african　Law，　vol．1，1967，　p．157　f．f．
11）　Africa　Contemporary　Record，1973－4，　B　260．　Ujamaa　vijijini（fam・
　ilyhood　vil1eges）のイデオロギーは農村社会主義である，タソザニアの農民
　は地主制や高利による搾取のもとにおかれていなかったので農業構造を変え
　るのは困難であったが，とくに1967年のアルーシャ宣言以来，ウジャマー村
　の建設に力を入れるようになり，現在では2700のウジャマー村があり，総人
　口は83万9，　OOO人となっている．そして，そこでは，コーヒー，小麦，サイ
　ザル，茶，タバコ，砂糖などの換金作物も栽培されている．　Africa　South
　of　Sahara，1973，　p．900　f．；Africa　Contemporary　Record，1973－4，　B．
　904－5．
12）　op．　cit．，　Record，　B　261．
13）Permanent　Commission　of　Enquiry　Act，1966，　Martin，　op．　cit．，　p．
　180f．f，
14）　ibid．，　p．66．
15）　　ibid．，　p．　110　f．f．
3．　クーデターと人権制限立法一ナイジェリアの例一
　英連邦圏アフリカ諸国では，ナイジェリアで1966年の1月と7月，1975
年の3回，シェラ・レオンでは1967年と1969年に，ウガンダでは1966年と
1971年，ガーナでは1966年と1972年，ザンジバルで1964年，レソトで1970
年にそれぞれクーデターが発生した．これらのクーデターの，主役はほと
　　　　　　　　　　　　　1）んど若い軍人エリートである．そして，これら軍部クーデターはそれぞれ
の国の憲法体制に大きな影響を与えたのである．クーデターが成功して，
革命政権が軍部独裁体制を堅持し，民主的なルールの立憲政治を改変した
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　り，拒否したりすることになるからである．クーデターによる憲法の改廃
は，もちろん基本的人権iの保障にも大きな影響を及ぼすことになる．現在
クーデターによる軍事政権は，ガーナ，ナイジェリア，ウガンダである．
ガーナは1966年にエンクルマを失脚させるクーデター後，1969年に民政復
帰しガーナでははじめての人権条項を憲法に取り入れたが，すぐクーデタ
ーとなり現在アチャンポン革命評議会議長を指導者とする軍事政権下にあ
り，すべて評議会の発する布令によって国政が運営されている．ウガソダ
は1972年に現アミン大統領によるクーデター後は彼によるまったくの独裁
国家である．
　本稿ではこれらのうちナイジエリアの例をとって，その変遷について述
べることにする．
　ナイジェリアのクーデターは，「アフリカにおけるデモクラシーのショ
ー・ Pースという美名のかげで複数政党制による政治的混乱，ルーズな連
邦制を利用したはげしい部族的・地域的対立，多数をたのんだ北部州ハウ
サ族の独善等の弊害が助長されたこと，およびそれから派生した文民政治
　　　3）への不信」が重複したもので，1966年1月に発生し，軍事政権が樹立され
た．その後同年7月に軍内部のクーデターでゴウオン将軍が政権を掌握し
たが，1975年にOAU総会に出席中，クーデターが発生して，元首は交替
している．この間，東部州のオジュク中佐が独立を宣言し，ビアフラ共和
国を樹立しようとしたが，2年半にわたる飢餓戦争のすえ，ビアフラ共和
国は消滅した．
　1966年1月15日，軍部が政権をとると同時に，連邦軍事政府は17日に早
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）くも最初の布令（decree）として，「憲法の停止及び改正令」を公布した．
この布令によって，立法及び行政権に関する連邦及び州憲法の主要な条項
は廃止され，その他の条項も大幅な修正をうけることになったのである．
そして，軍政下における統治は，連邦軍政府の布令と，地方軍政官の出す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）布告（Edict）によって行われることとした．この布令第一号では憲法の
人権条項には手をつけず，これらの人権の憲法的地位は新しい秩序のもと
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でも約束され£しかし渓際に輝政下tl・おいて，多くの布令，結が
だされて，これらによって基本的人権は次第に大幅な制限を受けることに
なっていった．1966年クーデター第1年だけで88の布令が出されているが，
クーデター後2，3年の間に人権をきびしく制限している布令が出そろっ
ている．
　まず，クーデターと同時に「国家安全保障令」が出され，12名の国家利
　　　　　　　　　　　　7　益に反した人々が逮捕されたが，この布令は6ヵ月以内の間特定の人を拘
留し，advisory　tribunalに収容することを定めている．そしてしかも・
この場合人身保護令状の適用も，司法審査手続も裁判所でなされない．憲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　法の基本条項はこの目的のために停止されることを定めたのである．また
翌67年の5月24日に二つの布令がだされたがその一っは，すべての政党，
部族連合，各種の文化団体の解散を命じ，1969年1月17日までの3年間は
　　　　　　　　　　　　　　　　9　新しい政治結社をつくることを禁止した．もう一つの「軍及び警察の特別
権限令」は，令状なしに逮捕の特別権限や立入・捜索，押収の権限を軍及
び警察に与えているが，この布令によって，監察長官や軍司令官は文書に
もとつく命令によって特定の人が公の秩序に反する行為をしているか，も
しくは最近していたかということが明らかである場合には不定期間彼を拘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1o　留することを命令することができることとなった．68年になると，連邦軍
事政府の長によって授権された軍隊・警察及び政府当局の係官は，いかな
る財産も調査し，場合によって徴発することができることを定めた布令が
　　　　　　　　　11）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
いくっかだされている．新聞の発行についてもきびしい制限が科せられ，
ビアフラ戦争の問は，裁判なしで個人を抑留したり，一定の場所の外出禁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13　止，立入禁止地域，道路閉鎖などの布告がだされている．
　ところで，基本的人権に対する立法及び行政による不合理な制限は現代
立憲制下では，憲法に照らして排除されるが，ナイジェリア憲法も，その
第1条で憲法の最高法規程と，憲法に反する法律の無効を宣言し，115条
で裁判所が憲法の解釈権を有していることから，裁判所に法令の違憲審査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）権のあることが学説として一般に認められていた．独立憲法時代の1961年
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に非常事態宣言が発せられ，その時に公布された布令の違憲性についてあ
らそわれたDoherty　v．　Balewa事件で，裁判所は立法に対する裁判所
の審査権は憲法上認められており，裁判所が布令や布告を違憲無効と宣言
　　　　　　　　　　　　　　　　15）できるという見解を明らかにしている．1966年1月の布令第1号では人権
については何もふれるところはなかったことについては，すでに述べたと
ころであるが，一方この布令では第6条で布令に対して裁判所の違憲判断
はできないものと規定した．そして，その後にっくられた各人権制限の布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）令，布告についても，裁判所の違憲審査を否定する旨の条項がおりこまれ，
ためにこのような布令，布告の制定が有効かどうかが激しく争われた．た
とえぽ，憲法の人権保障の機能が国家行為によって制限されるとするなら
ぽ，現行憲法が人権条項を含む必要性が疑問となり，理論的にも基本的条
項が現行憲法に存在しても，その存在は実質的には‘‘法的蹟気楼でしかな
　　　　　　　　　　17）い”という強い意見から，憲法上②立法機関が存在しない現状では，布令を
裁判所が立法権の抑制機能としてもつ法律の違憲審査権によって審査をす
ることは不自然であるが，布告にっいては憲法違反か少なくとも布令違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）の判断は下せるであろうという消極的見解に分れた．このような議論のな
かで，最高裁判所はラカンミ事件で，1968年の資産調査令について違憲無
　　　　　　　　19）効である判決をした．しかし，軍政府は1970年の布令28号でラカソミ事件
における最高裁の判決は無効であり，布令，布告に対する違憲審査権は裁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）判所に認められないものと宣言し，現在に至っている．
　ナイジェリアはゴウオン時代に1976年までには民政移管をするという約
束がその後無期延期されていたが，新政権下の昨年10月に1979年までに4
力年計画で民政移管することが発表され，50名から成る新憲法制定のため
　　　　　　　　　　21）の憲法委員会が発足した．したがって，ナイジェリアの軍政による以上の
ような人権制限の状況は当分継続されることになる．
1）　アフリカの軍部と政治との関係について小田英郎「増補現代アフリカの政
　治とイデオロギー」1975年，283頁以下，
2）　クーデター発生の要因及び共和制憲法の消長などにっいて，中原精一「ア
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　　　フリカ英連邦諸国憲法の発展」法律時報46巻10号，127頁以下．
3）前掲小田321頁．
4）　Constitution（Suspension　and　Modification）Decree，　No．1，1966．こ
　　の布令は3月4日に正式に発足した連邦軍事政府によって施行されるように
　　なった．Annual　Survey　of　Africa，1967，　P・19・この布令の原文は，　Co・
　　nstitutions　of　African　States，　voL　II　p．1274を参照，
5）　Annual，　op．　cit．，　p。19．
6）　T．0．Elias　ed．，　Law　and　Social　Change　in　Nigeria，1972，　p．249．
7）　State　Security（Detention　of　Persons）Decree，　No．3，1966．　Elias，　op．
　　cit。，　p．210．
8）　Annual，　op．　cit．，　p．20．
9）The　Public　Order　Decree，　No．33，1966．この布令によって81の政治団
　　体，21の部族や文化団体が解散させられた．Elias，　oP・cit・，　P・250．
10）　Armed　Forces　and　Police（Special　Power）Decree，　No．24，1967．　An・
　　nual，　op．　cit。，　p．23．
11）　Investigation　of　Assets（Public　OMcers　and　Other　Persons）　Decree，
　　No．37，1968；Forfeiture　of　Assets　etc　（Validation）　Decree，　No．45，
　　1968．
12）　この新聞は西部州でだされていた．Sunday　StarとImole　Owuroの2紙で
　　ある，布告はThe　Sunday　Star　and　Imole　Owuro（Prohibition）Edict，
　　No．17，1968；The　Printers　and　Publishers　of　the　Sunday　Star　and　Im・
　　ole　Owuro（Declaration　as　Unlawfu！Society）Edict，　No．19，1968．
13）　The　Criminal　Offences（Detention　of　Persons）Edict，　No．16，1968；
　　The　Curfew（Certain　Areas）Edict，　No．26，（Western　State）1968．
14）　Nwabueze，　Constltutional　Law　of　the　Nigerian　Republic，1964，　p．
　　298f．f．
15）　［1961コAll　N．　L　R・604，　Annual，’67，　P・24・
16）例えばInvestigation　of　Assets（Public　O伍cers　and　Other　Persons）
　　Decree　1968；Forfeiture　of　Assets　etc（Va玉idation）　Decree　1968；The
　　Public　Moneys（lmpounding）Decree（これは有罪判決をうけた人に対し
　　　て銀行が融資することを禁じたもの）．
17）　Alias，　op．　cit．，　p．250；0．　Akanki，‘‘Reflections　on　Some　Current　Co。
　　　nstitutional　Issues”paper　presented　at　the　Conference　of　the　Nigerian
　　　Association　of　Law　Teachers，　Aprii　1969。
18）　Adamolekum　v．　the　Council　of　the　University　of　Ibadan，　S．　C．378／
　　　66；Jackson　v．　Gowon；March　3，1967．
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19）Lakanmi　and　Kike正omo　Ola　v．　Attorney．Genera1（Western　State）and
　Others（Unreported）S．　C．58／69．この事件については，　Abiola　Ojo，　The
　Search　for　a　Grundnorm　in　Nigeria－The　Lakanmi　Case，　International
　and　Comparative　Law　Quartarly，20，1，　Jan．1971．　p．117　f二
20）　the　Federal　Military　Government（Supremacy　and　Enforcement　of
　Powers）Decree，　No．28，1970．
21）　African　Research　Bulletin－Political　Social　and　Cultural　Series・，　vo1，
　12，No．1，　Feb．15，1975．
4。あとがき
　アフリカ諸国は独立によって，白人支配による極端な差別から解放され
た点で人権意識の向上がはかられたが，独立後にはこれまでみたように各
国の憲法において，すぐれた人権条項がもられたにもかかわらず，国民と
して自国の憲法に対する意識はきわめて低調であるといわなけれぽならな
い．それにはいろいろの原因が考えられるが，なかでも重要なことは，ア
フリカ諸国が極端な文盲社会であるからである．アフリカ諸国は奴隷貿易
時代から植民地時代にかけて経済的貧困と文盲の社会であった．そしてそ
の後遺症が，独立したいまもなおアフリカ諸国をきわめて低い経済・文化
社会という状況下においている．殊に教育の普及は国民の人権意識の向上
にとってきわめて重要である．そこでアフリカ諸国では独立以来，懸命に
教育制度の拡充・強化に努力している．現在，ガーナのように適齢期人口
の小学生が60％，中学生が16％，大学生4千人というところから，マリの
ように小学生が14％，中学生が1％という国までその格差は大きいが，平
均して1980年までには小学生30％，中学生20％に達するように努力目標が
　　　　　　　1）たてられている．このような教育の普及は経済開発とともに，一方で独立
以来推進されたアフリカ化と近代化を同時に発展させ，他方で国民の問
に，現代的人権保障の重要性を自覚させることになるであろう．
1）　Philip　Foster，　Problems　of　Educational　Development，　Africa－South　of
　the　Sahara，1973（Yearbook）；p．72～76．
